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研究成果の概要（和文）：災害時要援護者を災害の被害からどのように守るかということは、減災の基本的命題である
。本件急は、これを重視しつつ、災害時要援護者の生活が、心身、社会的な健康型もたれなければ、災害からの復帰・
復興葉が困難であるということを解明するために、避難所・仮設住宅で、被災者に対する調査を行い、生活実態をとら
えるた。被災後の生活は、適度な運動（リハビリ、パワーリハビリ）と定期的な健康診査、人間関係の健康が3要素と
なり基本である。人との対話や交際をするための医療・保健・福祉サービスをつなぐツールとして、防災かるたとマナ
ーかるたを作った。これにより体と心と人との交流を行う生活リハビリプログラムが出来上がった。

研究成果の概要（英文）：Every people has a chance of disaster victims. Major disaster assistances are affe
cted medical, health and social welfare service, unless the recovery and reconstruction difficult leaf fro
m disaster. In the shelter, temporary house, we conducted several investigation and check up for victims, 
capture the living conditions. Life after the disaster, the health examination on a regular basis(rehabili
tation, power rehabilitation) elements of moderate exercise, human relation.
We created Disaster prevention Karuta and Manner Karuta, those are quite effective tools for the Life Reha
bilitation Program.The playing Karuta has a mighty power to open the heart, bring positive mind to renew l
ives.Especially, dementia elderly enjoy the game that is a great significance to interact with people, the
n disaster mitigation and prevention in very meaningful. Karuta became a tool that connect the medical, he
alth care and welfare service.
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１． 研究開始当初の背景 
本研究の開始までには、平成 19 年度か
ら 2 年間の基礎研究がある。 
「地方都市」、「要援護者」、「自然災害」
を軸とした社会科学系と工学系、医学・
保健系を融合した研究なくしては、要援
護者の被災を最小化し、速やかな被災要
援護者の生活再生を具現化していくこ
とはできないというコンセプトを基に
している。 これまでの背景となる研究
は、近年の自然災害の多発・大規模化が、
地域の災害時要援護者・高齢者施設等の
被災リスクの増大の状況に鑑みて、被災
の最小化と被災後の円滑な生活再建の
方法論を構築することであった。社会福
祉分野を中心として、災害医療、情報工
学、都市工学（土木工学）の研究成果を
結集して、異分野融合型による被災の最
小化を図ることを目的とした２年間の
研究が基盤となった。 
平成 21 年度（-23 年度）に、挑戦的萌

芽研究「過疎集落の医療・保険福祉サー
ビスと連動した効果的な災害救助・防災
システムの研究」により、高齢化率が高
い地域の災害時要援護者の防災・減災調
査研究を実施してきた。 
これらの研究実績を踏まえて、減災の

ためには要援護者の早期避難の必要性
と被災した要援護者には避難所におけ
る早期の生活復帰再建を目指した生活
リハビリが必要であるという結果を得
るにいたったということが本研究開始
の背景である。 
 

２． 研究の目的 
 災害時要援護者を災害リスクから守
るためには、的確な災害・避難情報の伝
達・入手が必要であり、その方法論の確
立が課題である。 
災害発生時には、早期避難の必要性に

加え、避難した避難所での生活のあり方
が、被災後の生活復帰・再建に大きな影
響を及ぼすことが、これまでの研究によ
り明らかにされた。そのため、避難所生
活での心身・社会的健康の維持確保が重
要となる。円滑な生活復帰・再建に備え
た心体社会的健康度・自立度の低下防止
策として避難生活リハビリ・プログラム
により生活支援を行う必要性が生じた。  
これらを解決するために、災害時要援

護者の生活復帰・再建の質的研究を行う
ことが本研究の目的である。そして、東
日本大震災で深刻な課題となった高齢
者の健康度低下、災害関連死の要因とそ
の防止方法をリハビリテーションの理
論・方法により提言する。 

 
３．研究の方法 

研究を通信情報研究 G、生活支援（医療
福祉）研究 G、避難生活リハビリ・プログ

ラム研究 Gの 3グループを編成し、実施し
ていくことにした。 
わが国の災害時要援護者施設および東

日本大震災被災地域に立地する災害時要
援護者の入所施設の被災状況の分析を行
う。 
ハザードマップの利用、避難マップ作成

の要を把握しながら、早期避難のための方
法論として施設入所者の心身機能に適し
た避難方法を開発したうえで、避難所の生
活の質を問うこととする。 
具体的には、避難が困難となりやすい要

援護者を受け入れる施設が5割あることを
これまでに把握していることから、その受
け入れ方法についての調査を実施する。そ
れらを踏まえて、避難所と生活の質をリハ
ビリ理論の応用により、被災した要援護者
の生活リハビリ・プログラムの作成を試み、
また、更に災害時要援護者を巻き込んだ防
災訓練の必要性を喚起し、自治体で実施さ
れる防災訓練に企画から参加し、そのあり
方を提言する。 
 

４．研究成果 
福祉避難所、避難所、仮設住宅での心身リ

ハビリテーションに関する研究成果を3グル
ープの研究者が所属する学会での発表、学会
誌への登校、毎年、先端研究者を招聘し、シ
ンポジウム、研究会を開催することとした。 
地域社会の災害リスク情報の共有化支援

の課題については、高齢者福祉施設に対する
水害発生時の避難選択判定手法の構築、災害
シナリオによるリスク評価とそれらの地域
住民の共有化方法、コミュニティと行政等の
減災行動意思決定支援ツールの開発にも取
り組んだ。 
そして、高齢者人口(平成 23 年 9 月 15 日

現在)、2980 万人であり、総人口に占める割
合は 23.3%となっており、過去最大となって
いる。また、平成 27(2015)年には「ベビーブ
ーム世代」が前期高齢者(65~74 歳)に到達し、
その 10 年後(平成 37(2025)年)には高齢者人
口は約 3,500 万人に達すると推計される。高
齢者、要介護者(2010 年現在 4,944,942 人)、
障害者である日本の障害者人口は、655 万
9,000 人)等が利用している。グループホーム
は、ハザードエリアに設置されているものが
多ということがGIS上にあらわすことによっ
て明らかになった。そのような地域は電波環
境も決して良好でないことから、これらの施
設利用者が災害時には逃げ遅れの危険性を
秘めている。要援護者施設の利用者を守るた
めに、すでに本研究により避難誘導チャート
を作成し、最終的に踏査を行い、システムを
修正した。 
全国の介護保険施設、障害者自立支援施設、

地域包括支援ｾﾝﾀｰの防災・減災意識調査、東
日本大震災後半年経過後の大震災予想地域
自治体要援護者対策調査を基にした被災リ
スク分析、災害情報システムの開発、DMAT 研



修と災害医療・看護のあり方を検証し、要援
護者施設の最適避難経路チャートモデルの
検証によって要援護者施設実態・意識調査か
ら、地方都市の災害リスクと避難方法・対策、
防災訓練への継続参加・提言、避難所・仮設
住宅と健康被害の関係の指摘と保健福祉・医
療サービスの継続提供での円滑な要援護者
の生活再生を検証する被災から復興までの
被災者支援プログラムの実証的研究に取り
組んだ。 
研究成果の広報手段として、講演会・シン

ポジウム開催と「防災かるた」による防災・
減災意識の啓発活動も併せ行った。特に、「防
災かるたは、小中高のみならず、一般地域高
齢者にも、またもっとも避難が遅れる認知賞
高齢者のGHでの利用もうかがすことになり、
あわせ、かるたの「読み」、「取り」は、集中
力や機能低下防止、運動量の増加に大きな影
響を与えることとなった。さらには、地域に
多くなった外国人に対する災害時の行動喚
起にも大きな役割を果たすことになり一定
の研究成果を地域に還元することができた。 
メディアへの情報発信と、研究成果を具体

的に社会に還元するために「防災かるた」、
「避難所マナーかるた」を作成し、九州各県
の焼酎高等学校および地域団体に配布し防
災と被災後の心身社会的健効果のためのリ
ハビリ理論による日常的な取り組みに貢献
することとした。 
被災後の要援護者の避難所での生活のあ

り方は、生活復帰・再建に大きく立ちはだか
るのは、被災後の生活の仕方であり、そのた
めには、被災後にも保健福祉サービスの継続
性が必要であることが明らかになってきた。  
災害医療から健康被害を防止する保健福

祉サービスをどのように継続していく検討
が課題であることも判明し、今後の研究の方
向性を示すことができた。 
具体的には、避難所と仮設住宅・帰宅後の

生活環境が生活復帰・再建を左右するという
ことが明らかになった。今後は、この視点を
重視したまちづくりが必要であることは弦
を待たない。 
研究状況および研究成果は研究代表者の

HP 上に公表した。研究成果を国内外の災害
科学雑誌、医学関係雑誌、社会福祉関係雑誌
への投稿、日本自然災害学会、日本社会福祉
学会、Integrated Disaster Risk Management、
Gerontological Society of America、日本
土木学会、International Contents 学会等で
研究発表を行うこととした。 
研究論文、学会発表、図書は以下に示すと

おりであるが、その他、講演会・シンポジウ
ムを３回実施し、本研究を行う研究者が合計
９件の競争的資金を獲得した。 
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